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の確立推進(第20回 日本林学会九州支部大会研究発表)

B林 業 労働 に関 す る研 究

一宮崎演習林の労務計画の具体的検討(そ の1要 員計画)

は じめに

労務計画の出発点は,企 業経営に必要な労働力の質量に関する要員計画である。林業労務

の場合,と くに農家の余剰労働力の吸収 とい う観点に立つた場合は労働力の質量に関す る検

討 とともに時期の問題の検討 も重要である。

ところでこΣでい う要員計画は本来的な意味での要員計画,す なわち,経 営計画に具体化

され る経営目標および経営方針を遂行するための裏付 としての要員計画ということではなく

むしろその前段階で経営計画策定にあたり,現 在における労働力の質 ・量 ・時期の問題を地方

労働力とその他供給可能地域の労働力について把握 してむくことは,近 時の林業労働力不足

の傾向に対処するためには必要でありかつ重要 なことであつた。

左鉛,こ こでは労務針画の意義,方 向,体 系については省略 したが,い つれ演習林研究報

告でもつて一 林業経営における労務管理の基礎的研究一 として報告 の予定である。

さら忙,宮 崎演醤林 における 過去5ケ 年間(昭 和34年 度～昭和58年 度)の 作業種別就

労量を集計整理 したものは後の資料編で 「林業労務資料」 として報告 しいる。

(1}地 元労働力の質の検討

宮崎演誉林所在の地元部落の全戸数に対 して実態調査 を実施 した結果,演 書林 の作業 に

出役 して もよいとする農家数は全農家数81戸 中40戸 であつた。演習林の作業に全然 出

役 しない とする農家は農業経営規模の大きさのため,ま た演習林の作業条件,雇 用条件 な

どのために出役できないとしている。そこでさらに演琶林の作業に出役可能 とする農家に

対 して昭和40年5月 に 「宮崎演醤林の作業に出役可能な月次別H数 調査」を実施 した。

その結果は第1表 のとおりである。

この表をさらに整理 してみると,矢 立 ・合戦原 団地への調 達可能 な労働力は全体の約

55%で ある。一一方三方団地への調達可能な労働力は全体の約65%で あることがわかる。

そこでさらに宮崎演習林の経営計画に具体化 される経営 目標鉛 よび経営方針の遂行上の重

要左問題点である労務問題 とくに育林労働力の問題について検討 してみ る。育林労働のな

かでも地楕 ・新植 ・補植 ならびに保育作業の うちつる切,除 伐 左どは労働時期の点である

程度労働力の調達が容易であるが,保 育作業の うち下刈作業がこれから計画 される天然林

の人工林への切換 とい う段階で考慮 した場合,最 大の問題 となつて くる。
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す なわ ち下 〉〈1}作業 む時 期 で あ る7月 ・8月 ・ジ月 の5ケ 月 問 に地 元労 働 力 が如 何 ほ ど調 達 ・

で 嚢 る の で あ ろ うか とい う問 題 であ る。 直接 的 に検 討 して み よ う。第1表 か ら明 らか な よ

うに矢立 ピ合戦 原 団 地 は フ月 はt51人 。8月 は285人.9月 は!96人 で合St612人 とな

つて鱗 勲 訪 団地ゆ 畔7脚55人 ・8月は565ん9胆356人 で側

852人 となつている。全体的には1・444人 となる。そ こで宮崎演習林の遇去のlha当

だウ下刈作業の平均的功程 をみてみると,14～15人 となつている。eの 数字を先の出

爾 能 日数 で み て みbと ・矢 立 ・B戦 原 騨 で4i5～44・4ha三 綱 地 で ・55・5～59・

4ha,全 体的には97～10…L8hへ すなわち,100ha程 度の下刈作業の労働力が地元部落

か ら調達可能であるζとを示すものである。そこでもし.経 営方針にき・舛 る最少必要労働

量を下廻 る場合には一つには地元農家労働力の新 しい調達方策にもとつ く確保の道か,ま

た他か ら造林事業薗などの導入の二つの道が考亥られる。

先づ地元農家の余剰労働力 をさらκ吸収する形での労働力調達は現在の演番林の能力か

らして非常に困難な問題であろ うoナ 表わち,そ の雇嗣時期が7～9月 の5カ 月蘭とい う

短期間での雇用関係の不安定 さ.地 域内にかける私有林.会 社有林の作業条件,労 働条件

とくに賃金関係などか らして演醤林経営 自体が常にきわめて不利な立場にむかされてい る

か らである。

つぎに,造 林事業団などとの請負契約である。椎葉村森林組合 には来だ造林隊が結成爆

れて夢らず,ま た大河内地区内にも攻い現状である。そこで性絡は異 壊る寮一・例として宮

崎県児湯郡上米良村大字村断に事務所をおく.「 日向造林 』会社についてみてみよう。

現在このB向 造林会社はB本 パルプ会社の社有林の造林 。保育作業を主体に,最 近は国 ・

有林の作業 も請負rうセいると鞠 く。繁たこの会社は作業員 《専従員)50名 をもつて作業

をすすめている。

今後は宮崎演習林の経営計画の方針によつては,こ の ような規模の大きい作業団 との請

長契約 も一考を必要 とするのではなかろうか。

(2}地 先労働力の質の問題'

労働力の質』一労働能力は林業労働 と珍わけ青林労働の場合,主 として従業員の年令に

支配されるものと考ズちれる。そ こで第2表 の労働力の年令構成別性鋼一覧表 をもつて検

討 を加Aる と,つ ぎのことが"亥 る。①男女 とも5o才 代を中心とするビラミツ ト型年令

構成を示 していること。②le才 代,20才 代が比較的少人数 であること。③ゑの場合,

50才 以上の年令では山林作業に出役するものがいないこと,以 上のζとをさ らに検討す



第2表 宮崎演習林の林業労働に出役可能な労働力の年令構成別,性 別一覧表

`

ると④は現在比確的良質な労働力が調達弓能であることを示 し,② は農山村の若年層の都

市への人口流出傾向の結果 を示す とともに.こ のことは将来の山林作業に対する労働力不

足が明らかであることを示す ものである。 したがつて労働力の確保対策 をやはり早急に確

立すべきではなかろうか。

ともあれ要員計画を科学的 に算定するためには,職 務分析 による標準労務量 とそれに基

づ く定員制度の確立が必要になつて くる。 しか し,林 業労働の場合,標 準作業功程は自然

的諸条件,社 会経済的諸条件によつて著 しぐことなり,そ のため標準労務量の算定 も計算

上は可能であつても実際的には幾多の問題が残るのである。また定員制度の確立についても,

林業労務資料(互)か らも明 らか宏ごとく,林 業労働は季節的であり通年平準化への道は

大学演習林 の場合でも非常に困難な問題 とされてきた。 しか しなが ら,九 州大学粕屋演習

林ではすでに,大 学演習林経営に夢ける一つの新 しい方向として定期雇用労務者に よる労

働の通年平準化をれち出しかなりの成果を上げている。そこでつぎに,宮 崎演番林におけ

る定期雇用制度の問題について対地元側か ら検討 してみた。



(3}労 働力確保のための対地元側からみた定期雇用制度の可能性について

昭和40年 ろ月に実施 した講査結果か ら,出 役可能日数別に人員数を集計 してみたもの

が第5表 である。この表か ら明らかなように.全 体的には50日 以下が約57%.50～

200日 が約29%,100～150日 が約54%と なつてお り,さ らに男子 についてみてみる

と,100…1SO日 が実数 で19人 と最 も多い員数であることがわかるのである。このこt

は比較的固定的な林業労働の機会をもとめていると思料 される。そこでさ らにこれらの男

19人 の年令による労働の質の検討をは じめ とする労働力の総合的判定資料を表に した も

第5表 出役可能 日数別,男 女別集計表

のが第4表 である。先つ年令をみると10才 代1人,20#代5人,56.才 代7入 ・40才

代5人,60才 代1人 となつてk・b,家 族の中心である戸主,長 男:ere成 されている。つ

ぎに農業経営規模についてみると大藪部落のH・K,工 ・Yの2人 をのぞき零細経営規模であ

b,ま た山林の所有規模についてみると,大 藪部落のT.Yが 比較的大 きな規模の所有者

であるが,こ の山林の人工林率をみてみると約5%と 非常に低い。このことはすなわち山

林に家族労働力があまり投下 されていないことを示すものであろ う。以上のζとふら判断

した場合.10才 代,20才 代の良質労働力の安定的,持 続的 左確保を先に述べた労働の

通年平準化亀定期雇用体制への道 を検討 し積極的対策 を考慮する必要があるのではなかろ

うか。
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